
 

 

 

○企業内容等の開示に関する留意事項について（企業内容等開示ガイドライン）（平成 11年４月大蔵省金融企画局） 

改 正 後 改 正 前 

５－19－３－２ 開示府令第二号様式記載上の注意(58)a、e及びfに規定する「純投資目的」とは、専ら株式

の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とすることをいう。例えば、当該株式の

発行者が提出会社の株式を保有する関係にあること、当該株式の売却に関して発行者の応諾を要すること等

により、発行者との関係において提出会社による売却を妨げる事情が存在する株式は、純投資目的で保有し

ているものとはいえないことに留意する。 

（新設） 

 

 

 

 


